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平成２９年度 税制改正解説
所得課税～積立NISA(現行ＮＩＳＡと選択制)の創設①

・現行のＮＩＳＡが積立型の投資に利用しにくいことを踏まえ、少額からの積立・分散投資を促進する目的で積立ＮＩＳＡが創設されます。

・現行のＮＩＳＡよりも年間投資上限額を40万円と小さくする一方で、非課税期間を20年とより長期化する制度となります。

・非課税口座内の公募等株式投資信託(※1)に係る配当所得及び譲渡所得等が非課税となります。

１．改正の概要

２．実務上の留意点
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項目 積立ＮＩＳＡ ＮＩＳＡ

対象者 居住者等 20歳以上の居住者等

非課税年間投資上限額 40万円 120万円（平成27年分以前は100万円）

非課税期間 投資した年から最長20年間 投資した年から最長5年間

投資可能期間 平成30年から平成49年 平成26年から平成35年

非課税対象 公募等株式投資信託(※1)
上場株式、上場新株予約権付社債
公募株式投資信託、ＥＴＦ、ＲＥＩＴなど

口座の開設と勘定の設定
非課税口座を開設
累積投資勘定を設定

非課税口座を開設
非課税管理勘定を設定

（※1）株式投資信託でその受益権が金融商品取引所に上場等がされているもの又はその設定に係る受益権の募集が一定の公募により行われたもの。

・現行のＮＩＳＡと選択して適用することとなる。

・現行のＮＩＳＡと同様、非課税期間に売却した場合、売却損失は税金計算上はなかったものとみなされる(損益通算等も不可)。

・公募等株式投資信託は長期・分散投資に適した一定の投資商品に限定されている。
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平成２９年度 税制改正解説
所得課税～積立NISA(現行ＮＩＳＡと選択制)の創設②

３．イメージ図

速 報

5

〇出典 平成29年度税制改正要望項目 金融庁より 一部改編

平成30年

平成31年

平成32年

平成33年

平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成49年 平成50年 平成51年 平成52年・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 平成68年まで

・
・
・
・

平成49年まで

〇非課税年間投資上限額 40万円


